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(57)【要約】
　充電回路が形成される集積回路の第１の基板と、カソ
ード材料と、アノード材料と、バッテリーを形成するた
めにアノード材料からカソード材料を分離する電解質層
とを備え、充電回路は、バッテリーに接続され、表面実
装型のパッケージを形成するためにカプセル化されるよ
うなバッテリーと充電回路の作製方法および装置が提供
される。また、可変の充電源とエネルギ保存デバイスを
備える電力変換システムが提供される。電力変換システ
ムは、さらに、可変の充電源とエネルギ保存デバイスに
結合され、エネルギ保存デバイスは、可変の充電源によ
り充電されるような充電回路と、可変の充電源からの電
力が所定のスレッショールドより小さいときに、エネル
ギ保存デバイスを放電経路から分離するエネルギ保存デ
バイス分離回路と、充電電力が所定のレベル未満に低下
したときに、エネルギ保存デバイスからの電力を利用し
て充電回路を再始動させる再始動回路とを備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　集積回路であるバッテリーの充電回路がその上に形成されている第１の基板を提供する
ステップと、
　カソード材料、アノード材料および電解質層を前記第１の基板上にデポジットする工程
と、
　バッテリーを形成するために、前記アノード材料から前記カソード材料を分離するステ
ップと、
　前記バッテリーを前記充電回路に接続する工程と、
　表面実装型且つ単一のパッケージを形成するために、前記バッテリーおよび前記充電回
路をカプセル化する工程とを有することを特徴とする、単一のパッケージを作製する方法
。
【請求項２】
　前記方法が、さらに、
　少なくとも１つの金属層を含む多層構造の防湿層をデポジットする工程を有しており、
前記金属層は、前記バッテリーを前記充電回路に電気的に接続するために使用される請求
項１記載の方法。
【請求項３】
　第１の基板を提供するステップと、
　カソード材料、アノード材料および電解質層を前記第１の基板上にデポジットする工程
と、
　バッテリーを形成するために、前記アノード材料から前記カソード材料を分離するステ
ップと、
　集積回路であるバッテリーの充電回路を前記第１の基板上に取り付ける工程と、
　前記バッテリーを前記充電回路に接続する工程と、
　表面実装型且つ単一のパッケージを形成するために、前記バッテリーおよび前記充電回
路をカプセル化する工程とを有することを特徴とする、単一のパッケージを作製する方法
。
【請求項４】
　前記方法が、さらに、
　少なくとも１つの金属層を含む多層構造の防湿層をデポジットする工程を有しており、
前記金属層は、前記バッテリーを前記充電回路に電気的に接続するために使用される請求
項３記載の方法。
【請求項５】
　集積回路であるバッテリーの充電回路がその上に形成された第１の基板と、
　カソード材料と、アノード材料と、バッテリーを形成するために、前記第１の基板上に
デポジットされる前記アノード材料から前記カソード材料を分離する電解質層とを備え、
　前記充電回路は、前記バッテリーに接続されると共に、表面実装型且つ単一のパッケー
ジを形成するためにカプセル化されることを特徴とする装置。
【請求項６】
　単一のパッケージのデバイスを備え、前記デバイスは、
　充電入力端子と、
　電力出力端子と、
　アース端子と、
　前記アース端子に電気的に接続される第１の電気コンタクト、および第２の電気コンタ
クトを含む薄膜リチウムイオンバッテリーと、
　選択的に可能である前記充電入力端子と前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前記第２
の電気コンタクトとの間の電気的な接続を提供する少なくとも２つの直列に接続されたト
ランジスタと、
　選択的に可能である前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前記第２の電気コンタクトと
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前記電力出力端子との間の電気的な接続を提供する少なくとも２つの直列に接続されたト
ランジスタと、
　選択的に可能である前記充電入力端子と前記電力出力端子との間の電気的な接続を提供
する少なくとも２つの直列に接続されたトランジスタとを有することを特徴とする装置。
【請求項７】
　前記装置が、さらに、
　前記の選択的に可能である前記充電入力端子と前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前
記第２の電気コンタクトとの間の電気的な接続を提供し、且つ、前記少なくとも２つの直
列に接続されたトランジスタと直列に接続される第３のトランジスタを備え、
　前記第３のトランジスタは、外部から印加される制御電圧に基づいて、前記の選択的に
可能である前記充電入力端子と前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前記第２の電気コン
タクトとの間の電気的な接続を提供する請求項６記載の装置。
【請求項８】
　前記少なくとも２つの直列に接続されたトランジスタの全てが、単一の特定用途向け集
積回路（ＡＳＩＣ）の一部である請求項６記載の装置。
【請求項９】
　前記少なくとも２つの直列に接続されたトランジスタの幾つかが、個別部品である請求
項６記載の回路。
【請求項１０】
　単一のパッケージのデバイスを備え、前記デバイスは、
　充電入力端子と、
　電力出力端子と、
　アース端子と、
　前記アース端子に電気的に接続される第１の電気コンタクト、および第２の電気コンタ
クトを含む薄膜リチウムイオンバッテリーと、
　選択的に可能である前記充電入力端子と前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前記第２
の電気コンタクトとの間の電気的な接続を提供する少なくとも２つの直列に接続されたト
ランジスタと、
　選択的に可能である前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前記第２の電気コンタクトと
前記電力出力端子との間の電気的な接続を提供する低順方向電圧降下（またはショットキ
ー）ダイオードと、
　選択的に可能である前記充電入力端子と前記電力出力端子との間の電気的な接続を提供
する低順方向電圧降下（またはショットキー）ダイオードとを有することを特徴とする装
置。
【請求項１１】
　可変の充電源と、
　エネルギ保存デバイスと、
　前記可変の充電源および前記エネルギ保存デバイスに結合される充電回路であって、前
記エネルギ保存デバイスは、前記可変の充電源によって充電されるような充電回路と、
　前記可変の充電源から供給される電力が予め定められたスレッショールドより小さいと
きに、前記エネルギ保存デバイスを放電経路から分離するように構成されるエネルギ保存
デバイス分離回路と、
　充電電力が予め定められたレベル未満に低下したときに、前記エネルギ保存デバイスか
ら供給される電力を利用して前記充電回路を再始動させるように構成される再始動回路と
を備えることを特徴とする電力変換システム。
【請求項１２】
　前記可変の充電源が、少なくとも１つの太陽電池を有する請求項１１記載の電力変換シ
ステム。
【請求項１３】
　前記可変の充電源が、少なくとも１つの熱電発電装置を有する請求項１１記載の電力変
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換システム。
【請求項１４】
　前記可変の充電源が、少なくとも１つの圧電発電装置を有する請求項１１記載の電力変
換システム。
【請求項１５】
　前記可変の充電源が、少なくとも１つの磁気結合動作発電装置、少なくとも１つのマイ
クロ発電装置、少なくとも１つの誘導的な発電装置、少なくとも１つの燃料電池発電装置
、または少なくとも１つの核分裂崩壊発電装置を有する請求項１１記載の電力変換システ
ム。
【請求項１６】
　前記エネルギ保存デバイスが、薄膜バッテリーを有する請求項１１記載の電力変換シス
テム。
【請求項１７】
　前記エネルギ保存デバイスが、固体薄膜バッテリーを有する請求項１１記載の電力変換
システム。
【請求項１８】
　前記エネルギ保存デバイスが、リン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰＯＮ）をベ
ースとする薄膜バッテリーを有する請求項１１記載の電力変換システム。
【請求項１９】
　前記充電回路が、バック・ブーストコンバータ回路である請求項１１記載の電力変換シ
ステム。
【請求項２０】
　前記充電回路が、高速発振器と組み合わされた低速発振器を有する請求項１１記載の電
力変換システム。
【請求項２１】
　前記充電回路が、さらに、
　前記エネルギ保存デバイスに結合される負荷と、
　前記負荷に結合され、且つ、予め定められた条件の下で前記負荷を前記エネルギ保存デ
バイスから切り離すように構成されるカットオフ回路とを備える請求項１１記載の電力変
換システム。
【請求項２２】
　可変の充電源およびエネルギ保存デバイスに結合される充電回路を使用して前記エネル
ギ保存デバイスを充電するステップであって、前記エネルギ保存デバイスは、前記可変の
充電源によって充電されるようなステップと、
　前記可変の充電源から供給される電力が予め定められたスレッショールドより小さいと
きに、前記エネルギ保存デバイスを放電経路から分離するステップと、
　充電電力が予め定められたレベル未満に低下したときに、前記エネルギ保存デバイスか
ら供給される電力を利用して前記充電回路を再始動させるステップとを有することを特徴
とする電力変換方法。
【請求項２３】
　前記可変の充電源が、少なくとも１つの太陽電池を有する請求項２２記載の電力変換方
法。
【請求項２４】
　前記可変の充電源が、少なくとも１つの熱電発電装置を有する請求項２２記載の電力変
換方法。
【請求項２５】
　前記可変の充電源が、少なくとも１つの圧電発電装置を有する請求項２２記載の電力変
換方法。
【請求項２６】
　前記可変の充電源が、少なくとも１つの磁気結合動作発電装置、少なくとも１つのマイ
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クロ発電装置、少なくとも１つの誘導的な発電装置、少なくとも１つの燃料電池発電装置
、または少なくとも１つの核分裂崩壊発電装置を有する請求項２２記載の電力変換方法。
【請求項２７】
　前記エネルギ保存デバイスが、薄膜バッテリーを有する請求項２２記載の電力変換方法
。
【請求項２８】
　前記エネルギ保存デバイスが、固体薄膜バッテリーを有する請求項２２記載の電力変換
方法。
【請求項２９】
　前記エネルギ保存デバイスが、リン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰＯＮ）をベ
ースとする薄膜バッテリーを有する請求項２２記載の電力変換方法。
【請求項３０】
　前記充電回路が、バック・ブーストコンバータ回路である請求項２２記載の電力変換方
法。
【請求項３１】
　前記充電回路が、高速発振器と組み合わされた低速発振器を有する請求項２２記載の電
力変換方法。
【請求項３２】
　前記電力変換方法が、さらに、
　カットオフ回路を使用して、予め定められた条件の下で負荷を前記エネルギ保存デバイ
スから切り離すステップを有する請求項２２記載の電力変換方法。
【請求項３３】
　可変の充電源と、
　エネルギ保存デバイスと、
　前記可変の充電源および前記エネルギ保存デバイスに結合される充電回路であって、前
記エネルギ保存デバイスは、前記可変の充電源によって充電されるような充電回路とを備
え、
　前記充電回路は、電荷ポンプと、前記電荷ポンプを制御するマイクロコントローラとを
具備しており、前記電荷ポンプは、予め定められたスレッショールドにまで電荷を引き上
げるように構成され、前記マイクロコントローラは、前記可変の充電源からの十分な充電
電力が少なくとも利用可能である期間では、前記電荷ポンプの出力が比較的安定な出力電
圧を維持する状態で、前記電荷ポンプの出力を制御するように構成されることを特徴とす
る充電システム。
【請求項３４】
　前記エネルギ保存デバイスが、薄膜バッテリーを有する請求項３３記載の充電システム
。
【請求項３５】
　前記エネルギ保存デバイスが、固体薄膜バッテリーを有する請求項３３記載の充電シス
テム。
【請求項３６】
　前記エネルギ保存デバイスが、リン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰＯＮ）をベ
ースとする薄膜バッテリーを有する請求項３３記載の充電システム。
【請求項３７】
　前記充電回路が、パルス周波数変調回路である請求項３３記載の充電システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概して、電気信号のコンディショニング（ｃｏｎｄｉｔｉｏｎｉｎｇ）を行
うためのシステムおよび方法に関する。特に、このような電気信号のコンディショニング
を行うためのシステムおよび方法は、固体薄膜バッテリー（ｂａｔｔｅｒｙ：電池）の充
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電に適用される。
【０００２】
　（関連出願の相互参照）
　本出願は、ジェフリー　ジェイ．サザー（Ｊｅｆｆｒｅｙ　Ｊ．　Ｓａｔｈｅｒ）およ
びロジャー　エル．ロイセン（Ｒｏｇｅｒ　Ｌ．　Ｒｏｉｓｅｎ）により２００７年２月
９日付けで出願された米国仮特許出願第６０／８８９，２６４号（発明の名称「単一のパ
ッケージ化されたマイクロバッテリー（超小型電池）および充電回路、ならびにその作製
方法（Ｕｎｉｔａｒｙ　Ｐａｃｋａｇｅｄ　Ｍｉｃｒｏｂａｔｔｅｒｙ　ａｎｄ　Ｃｈａ
ｒｇｉｎｇ　Ｃｉｒｃｕｉｔ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ）」）の優先権を主張するものであ
り、この全ての開示内容は、本明細書中で引用されることにより、本明細書に包含されて
いる。
【０００３】
　本出願はまた、ジェフリー　ジェイ．サザーにより２００６年６月３０日付けで出願さ
れた米国仮特許出願第６０／８０６，４５８号（発明の名称「薄膜バッテリーを再充電す
る方法、および無線のタイヤ空気圧センサへの使用（Ｍｅｔｈｏｄ　ｏｆ　Ｒｅｃｈａｒ
ｇｉｎｇ　ａ　Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｂａｔｔｅｒｙ，ａｎｄ　Ｕｓｅ　ｉｎ　ａ　Ｗｉ
ｒｅｌｅｓｓ　Ｔｉｒｅ－Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｓｅｎｓｏｒ）」）と、エム．ウォランス
他（Ｍ．Ｗａｌｌａｎｃｅ　ｅｔ　ａｌ．）により２００６年７月１８日付けで出願され
た米国仮特許出願第６０／８０７，７１３号（発明の名称「固体マイクロバッテリー（固
体超小型電池）のフォトリソグラフィ技術による一体化形成および基板に対するパッシベ
ーションを行うための方法ならびに装置（Ｍｅｔｈｏｄ　ａｎｄ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　
ｆｏｒ　Ｓｏｌｉｄ－Ｓｔａｔｅ　Ｍｉｃｒｏｂａｔｔｅｒｙ　Ｐｈｏｔｏｌｉｔｈｏｇ
ｒａｐｈｉｃ　Ｓｉｎｇｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｐａｓｓｉｖａｔｉｏｎ　ｆｒｏｍ　
ａ　Ｓｕｂｓｔｒａｔｅ）」）と、ジェイ．クラッセン（Ｊ．Ｋｌａａｓｓｅｎ）により
２００３年１０月１６日付けで出願された米国特許出願第１０／８９５，４４５号（発明
の名称「セパレータおよび保護障壁として機能するリン酸リチウムオキシナイトライド（
ＬｉＰＯＮ）を有するリチウム・空気バッテリー（リチウム・空気電池）、ならびにその
作製方法（Ｌｉｔｈｉｕｍ／Ａｉｒ　Ｂａｔｔｅｒｉｅｓ　ｗｉｔｈ　ＬｉＰＯＮ　ａｓ
　Ｓｅｐａｒａｔｏｒ　ａｎｄ　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｖｅ　Ｂａｒｒｉｅｒ　ａｎｄ　Ｍｅ
ｔｈｏｄ）」）と、ディー．タルノフスキー他（Ｄ．Ｔａｒｎｏｗｓｋｉ　ｅｔ　ａｌ．
）により２００５年１月６日付けで出願された米国特許出願第１１／０３１，２１７号（
発明の名称「単一または複数の規定可能な層を有する層状の障壁構造、およびその作製方
法（Ｌａｙｅｒｅｄ　Ｂａｒｒｉｅｒ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｏｎｅ　ｏ
ｒ　Ｍｏｒｅ　Ｄｅｆｉｎａｂｌｅ　Ｌａｙｅｒｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ）」）と、ジ
ェイ．クラッセンにより２００６年７月１７日付けで出願された米国特許出願第１１／４
５８，０９１号（発明の名称「軟らかい電解質層および硬い電解質層を有する薄膜バッテ
リー、ならびにその作製方法（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｂａｔｔｅｒｉｅｓ　ｗｉｔｈ　Ｓ
ｏｆｔ　ａｎｄ　Ｈａｒｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｌｙｔｅ　Ｌａｙｅｒｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈ
ｏｄ）」）（代理人の事件整理番号１３２７．０３１ｕｓ１）とに関連している。これら
の米国仮特許出願および米国特許出願の全ての開示内容は、本明細書中で引用されること
により、本明細書に包含されている。
【背景技術】
【０００４】
　コンピュータ、追跡システムおよびスキャナ等の携帯型デバイスには、各種の電子装置
（ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ）が組み込まれている。従来の携帯型デバイスの１つの欠点は
、当該携帯型デバイスに電源を設けることを必要とする点である。携帯型デバイスは、代
表的に、バッテリーを電源として使用する。ここで、バッテリーは、少なくとも予め定め
られた期間で携帯型デバイスを使用する際に、当該携帯型デバイスに電力を供給するため
の十分なバッテリー容量を有していなければならない。十分なバッテリー容量を有するバ
ッテリーを用意することによって、携帯型デバイスの電源以外の部分に比べて電源がかな
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り重くなり且つ／またはかなり大きくなるおそれが生ずる。それゆえに、十分なエネルギ
保存量を有するバッテリー（すなわち、電源）であって、より小さい且つより軽量のバッ
テリー（すなわち、電源）が要望されている。超コンデンサ等のエネルギ保存デバイスや
、太陽光発電装置および燃料電池等のエネルギ変換デバイスが、携帯型の電子装置および
非携帯型の電気的応用製品における電源として使用されるバッテリーの代替手段になる。
【０００５】
　従来のバッテリー（携帯型デバイス）の他の欠点は、幾つかのバッテリーが、漏れるお
それがあって且つ政府の規制を受けるおそれがある潜在的に毒性の材料から作製される点
である。それゆえに、安全な固体の電気的な電源であって、且つ、多数回の充電／放電の
ライフサイクルにわたって再充電可能であるような電気的な電源を提供することが要望さ
れている。
【０００６】
　１つのタイプのエネルギ保存デバイスは、固体薄膜バッテリーである。固体薄膜バッテ
リーの幾つかの例が、米国特許第５，３１４，７６５号、米国特許第５，３３８，６２５
号、米国特許第５，４４５，９０６号、米国特許第５，５１２，１４７号、米国特許第５
，５６１，００４号、米国特許第５，５６７，２１０号、米国特許第５，５６９，５２０
号、米国特許第５，５９７，６６０号、米国特許第５，６１２，１５２号、米国特許第５
，６５４，０８４号および米国特許第５，７０５，２９３号に記述されている。これらの
米国特許の各々の開示内容は、本明細書中で引用されることにより、本明細書に包含され
ている。より詳しくいえば、米国特許第５，３３８，６２５号は、特に薄膜マイクロバッ
テリーのような薄膜バッテリー、および電子デバイスに対する補助的な電源または最初の
段階で一体化された電源として適用されるような薄膜バッテリーを作製する方法を述べて
いる。米国特許第５，４４５，９０６号は、複数のデポジション（ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ
）工程を利用した方法で形成されるような薄膜バッテリー構造を製造する方法およびシス
テムを述べている。これらの複数のデポジション工程においては、複数のデポジション工
程が実行される間にウェブ状（ｗｅｂ－ｌｉｋｅ）の基板が自動的に移動することによっ
て、薄膜バッテリーの構成要素である複数の膜が、ウェブ状の基板上に順々に形成される
。
【０００７】
　マーク　エル．ジェンソン（Ｍａｒｋ　Ｌ．Ｊｅｎｓｏｎ）およびジョディ　ジェイ．
クラッセン（Ｊｏｄｙ　Ｊ．Ｋｌａａｓｓｅｎ）による米国特許第６，８０５，９９８号
（その開示内容は、本明細書中で引用されることにより、本明細書に包含されている）は
、２００４年１０月１９日付けで発行され、本発明の譲受人に譲渡されている。この米国
特許第６，８０５，９９８号は、一連のデポジション工程が実行される間に、ウェブ状の
ポリマー（ｐｏｌｙｍｅｒ　ｗｅｂ）上に薄膜リチウムバッテリーを高速且つ低温でデポ
ジット（ｄｅｐｏｓｉｔ）する方法を述べている。
【０００８】
　ジョディ　ジェイ．クラッセン他による米国特許第７，２１１，３５１号（発明の名称
「セパレータおよび保護障壁として機能するリン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰ
ＯＮ）を有するリチウム・空気バッテリー、ならびにその作製方法（Ｌｉｔｈｉｕｍ／Ａ
ｉｒ　Ｂａｔｔｅｒｉｅｓ　ｗｉｔｈ　ＬｉＰＯＮ　ａｓ　Ｓｅｐａｒａｔｏｒ　ａｎｄ
　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｖｅ　Ｂａｒｒｉｅｒ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ）」）（その開示内容
は、本明細書中で引用されることにより、本明細書に包含されている）は、導電性の基板
（例えば、銅（Ｃｕ）またはアルミニウム（Ａｌ）等の金属）上にリン酸リチウムオキシ
ナイトライド（ＬｉＰＯＮ）をデポジットする工程を含むようなリチウムバッテリーを作
製する方法を述べている。ここで、例えば５００Å（オングストローム）のクロムの真空
スパッタリング・デポジションを行うことによって電気的に絶縁されている酸化シリコン
（ＳｉＯ2）の層上にクロムの接着層をデポジットし、その後に、例えば５０００Åの銅
をデポジットすることによって、導電性の基板が形成される。この先行技術文献の幾つか
の実施例においては、さらに、窒素雰囲気中でオルトリン酸リチウム（Ｌｉ3ＰＯ4）の低
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圧（１０ミリトル（ｍＴｏｒｒ：１０-3Ｔｏｒｒ）未満）スパッタリング・デポジション
を行うことによって、リン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰＯＮ）の薄膜が形成さ
れる。リチウム・空気バッテリーセルに関する幾つかの実施例においては、２．５μｍ（
ミクロンメートル）の厚さのリン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰＯＮ）が、銅ア
ノード・コンタクト上にデポジットされ、さらに、プロピレン・カーボネート／６フッ化
リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）の電解質溶液内で、リン酸リチウムオキシナイトライド（
ＬｉＰＯＮ）の層を介して電気メッキを行うことによって、リチウム金属の層が銅アノー
ド・コンタクト上に形成される。幾つかの実施例においては、粉末状炭素／ポリフルオロ
アクリレート・バインダをプロピレン・カーボネート／６フッ化リン酸リチウム（ＬｉＰ
Ｆ6）の有機電解質溶液に浸すことによって、空気カソードが形成される。他の実施例に
おいては、大気中の酸素がカソードに対する反応物質として作用し得る状態で、炭素の顆
粒を含むカソード・コンタクト層がデポジットされる。このようなカソード・コンタクト
層の構成は、カソードのほぼ全表面で空気が利用可能であることを必要とする。これによ
って、電気的な容量（すなわち、電流）を増加させるために複数の層を密に積層する可能
性が制限される。さらに、空気および水蒸気に対するパッシベーションが改善されると共
に、製造可能性、バッテリー作製時の密度、および信頼性が改善され且つコストが節減さ
れたバッテリーであって、リチウムをベースとする再充電可能なバッテリーが必要になる
。
【０００９】
　本明細書で以下に説明するような技術は、これらの技術が上記の１つまたは複数の必要
性を達成するか否かに関係なく、添付の特許請求の範囲における請求項の範囲内に包含さ
れる本発明の実施例（実施形態）に拡張される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許第５，３１４，７６５号
【特許文献２】米国特許第５，３３８，６２５号
【特許文献３】米国特許第５，４４５，９０６号
【特許文献４】米国特許第５，５１２，１４７号
【特許文献５】米国特許第５，５６１，００４号
【特許文献６】米国特許第５，５６７，２１０号
【特許文献７】米国特許第５，５６９，５２０号
【特許文献８】米国特許第５，５９７，６６０号
【特許文献９】米国特許第５，６１２，１５２号
【特許文献１０】米国特許第５，６５４，０８４号
【特許文献１１】米国特許第５，７０５，２９３号
【特許文献１２】米国特許第６，８０５，９９８号
【特許文献１３】米国特許第７，２１１，３５１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の目的は、十分なエネルギ保存量を有するバッテリーであって、より小さい且つ
より軽量のバッテリーを提供すると共に、安全であって固体の何回も再充電可能なバッテ
リーを提供することができるようなバッテリーおよび充電回路の作製方法および装置を提
示することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記目的を達成するために、本発明においては、集積回路であるバッテリーの充電回路
がその上に形成されている第１の基板と、カソード材料と、アノード材料と、バッテリー
を形成するために、第１の基板上にデポジットされるアノード材料からカソード材料を分
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離する電解質層とを備え、ここで、充電回路は、バッテリーに接続されると共に、表面実
装型且つ単一のパッケージを形成するためにカプセル化されるような単一のバッテリーお
よび充電回路の作製方法ならびに装置が提供される。
【００１３】
　また一方で、本発明においては、可変の充電源およびエネルギ保存デバイスを備える電
力変換システムならびに電力変換方法が提供される。この電力変換システム（すなわち、
電力変換回路）は、さらに、可変の充電源およびエネルギ保存デバイスに結合される充電
回路を備え、ここで、エネルギ保存デバイスは、可変の充電源によって充電される。電力
変換回路は、さらに、可変の充電源から供給される電力が予め定められたスレッショール
ドより小さいときに、エネルギ保存デバイスを放電経路から分離するように構成されるエ
ネルギ保存デバイス分離回路を備える。電力変換回路は、さらに、充電電力が予め定めら
れたレベル未満に低下したときに、エネルギ保存デバイスから供給される電力を利用して
充電回路を再始動させるように構成される再始動回路を備える。
【００１４】
　さらに、本発明においては、充電システムが提供される。この充電システムは、可変の
充電源を備える。充電システムは、さらに、エネルギ保存デバイスを備える。充電システ
ムは、さらに、可変の充電源およびエネルギ保存デバイスに結合される充電回路を備える
。ここで、エネルギ保存デバイスは、可変の充電源によって充電される。充電回路は、電
荷ポンプ（ｃｈａｒｇｅ　ｐｕｍｐ）と、電荷ポンプを制御するマイクロコントローラと
を具備する。電荷ポンプは、予め定められたスレッショールドにまで電荷を引き上げる（
ｂｏｏｓｔ）。マイクロコントローラは、可変の充電源からの十分な充電電力が少なくと
も利用可能である期間では、電荷ポンプの出力が比較的安定な出力電圧を維持する状態で
、電荷ポンプの出力を制御する。
【００１５】
　代替的且つ例示的な実施例（実施形態）が、概して添付の特許請求の範囲の請求項に記
載されている他の特徴またはこれらの特徴の組み合わせに関連している。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】シリコン基板上に形成された１つの固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリ
ーセル）と、本発明の幾つかの実施例のシリコン基板内に形成された充電回路とを有する
単一のパッケージに関して部分的に形成された層状構造１００の例示的な概略断面図であ
って、且つ、フォトリソグラフィ技術により規定された１つの固体セルのコンタクト領域
、および複数の固体セル（オプション（選択的に可能）ではあるが、フォトリソグラフィ
技術は、基板支持用タブを除いて固体セルを一体化形成するためにも使用される）を示す
概略断面図である。
【図２】固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリーセル）およびその充電回路（入力
端子、出力端子、およびアース端子を有する３端子デバイス）を有する単一のパッケージ
の例示的な概略図である。
【図３】固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリーセル）およびその充電回路（入力
端子、充電の開始および／または停止を制御するための制御端子、出力端子、およびアー
ス端子を有する４端子デバイス）を有する単一のパッケージの例示的な概略図である。
【図４】シリコン基板上に形成された１つの固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリ
ーセル）と、別個に作製された後に本発明の幾つかの実施例のシリコン基板上に取り付け
られた充電回路とを有する単一のパッケージに関して部分的に形成された層状構造４００
の例示的な概略断面図である。
【図５】固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリーセル）と、ＳＭＴ（ｓｕｒｆａｃ
ｅ－ｍｏｕｎｔ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ：表面実装技術）パッケージの樹脂によりカプセ
ル化された充電回路（入力端子、出力端子、およびアース端子を有する３端子デバイス）
とを有する単一のパッケージの例示的な斜視図である。
【図６】固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリーセル）およびその誘導的な充電回
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路（入力／出力端子およびアース端子を有する２端子デバイス）を有する単一のパッケー
ジを概略的に示す回路図である。
【図７】本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリ
ーセル）およびその充電回路（入力／出力端子およびアース端子を有する２端子デバイス
）を有する単一のパッケージを概略的に示す回路図である。
【図８】本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリ
ーセル）およびその充電回路（入力端子、出力端子、およびアース端子を有する３端子デ
バイス）を有する単一のパッケージを概略的に示す回路図である。
【図９】本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリ
ーセル）およびその充電回路（入力端子、充電の開始および／または停止を制御するため
の制御端子、出力端子、およびアース端子を有する４端子デバイス）を有する単一のパッ
ケージを概略的に示す回路図である。
【図１０】本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテ
リーセル）およびその充電回路（入力端子、出力端子、およびアース端子を有する３端子
デバイス）を有する単一のパッケージを概略的に示す回路図である。
【図１１】本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテ
リーセル）およびその充電回路（入力端子、出力端子、およびアース端子を有する３端子
デバイス）を有する単一のパッケージを概略的に示す回路図である。
【図１２】本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテ
リーセル）およびその充電回路（入力端子、出力端子、およびアース端子を有する３端子
デバイス）を有する単一のパッケージを概略的に示す回路図である。
【図１３】本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテ
リーセル）およびその充電回路（入力端子、充電の開始および／または停止を制御するた
めの制御端子、出力端子、およびアース端子を有する４端子デバイス）を有する単一のパ
ッケージを概略的に示す回路図である。
【図１４】本発明の幾つかの実施例に係るエネルギ取得および充電回路を概略的に示す回
路図である。
【図１５】本発明の幾つかの実施例に係る代替的なエネルギ取得および充電回路を概略的
に示す回路図である。
【図１６】本発明の幾つかの実施例に従って、電荷ポンプおよびマイクロコントローラを
使用した例示的な充電システムを概略的に示す回路ブロック図である。
【図１７】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関する回路を概略的に示す回路図である。
【図１８】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図１９】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２０】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２１】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２２】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２３】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２４】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２５】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２６】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
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制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２７】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２８】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【図２９】本発明の幾つかの実施例に従って、マイクロコントローラによる電荷ポンプの
制御に関するソフトウェアを説明するためのフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明の原理を利用した幾つかの具体例のみに従って例示されている例示的な実施例（
実施形態）を述べている下記の詳細な説明、および添付の図面を参照することによって、
本発明の特徴および利点をより良く理解することができるであろう。これ以降、下記の詳
細な説明および添付の図面に基づいて、本発明に係る例示的な実施例を詳しく説明する。
【００１８】
　ただし、本発明に係る例示的な実施例に関連して特定の改善されたシステムおよび方法
を詳しく説明する前に、本発明は、一般のデータ／信号処理用構成部品および通信回路の
新しい構造的な組み合わせを含むが、これらの新しい組み合わせに限定されるものではな
く、ましてや一般のデータ／信号処理用構成部品および電気通信回路の特定の詳細な構成
に限定されるものではないことを認識すべきである。したがって、下記の説明の恩恵を受
ける当業者には容易に理解できるであろう構造的な詳細を含む開示内容をわかりにくくし
ないようにするために、一般の構成部品および回路に関する構造、方法、機能、制御およ
び構成は、大抵の場合、容易に理解できるブロック表示および概略図によって添付の図面
に例示されている。さらに、本発明は、代表的な図面に図示されている特定の実施例に限
定されるものではなく、添付の特許請求の範囲の請求項に記載されている文言に従って解
釈されるべきである。
【００１９】
　下記の説明においては、「金属（ｍｅｔａｌ）」という用語は、ほぼ純粋な単体の金属
元素、および、少なくとも１つの元素が金属元素であるような２つまたは３つ以上の元素
の合金または組み合わせの両方に当てはまる。
【００２０】
　「基板（ｓｕｂｓｔｒａｔｅ）またはコア（ｃｏｒｅ）」という用語は、概して、様々
なプロセス操作によって望ましいマイクロエレクトロニクス構造に変換されるような単純
な加工対象物である物理的構造を指している。幾つかの実施例において、基板は、導電性
の材料（例えば、銅、ステンレス鋼またはアルミニウム等）、絶縁性の材料（例えば、サ
ファイヤ、セラミックまたはプラスチック／ポリマー絶縁体等）、半導体材料（例えば、
シリコン）、非半導体材料、または、半導体材料および非半導体材料の組み合わせを含む
。さらに、幾つかの実施例において、基板は、例えば、シリコンプロセッサチップ等の隣
接する構造の熱膨張係数（ＣＴＥ：ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔ　ｏｆ　ｔｈｅｒｍａｌ　ｅ
ｘｐａｎｓｉｏｎ）に対してより厳密に合致する熱膨張係数（ＣＴＥ）を有するように選
択されたコアシート（ｃｏｒｅ　ｓｈｅｅｔ）または材料の薄片（ｐｉｅｃｅ　ｏｆ　ｍ
ａｔｅｒｉａｌ）（例えば、鉄－ニッケル合金等）のような層状構造を含む。幾つかの実
施例において、このような基板のコアシートは、導電率および／または熱伝導率に関して
選択されたシート状の材料（例えば、銅またはアルミニウム合金等）により積層される。
このようにして積層されたコアシートは、さらに、電気的な絶縁性、安定性およびエンボ
ス加工特性に関して選択された樹脂の層により被覆される。電解質は、イオン（例えば、
正の電荷を有するリチウムイオン）の動きを許容する一方で、電子に対して非導電性であ
ることによって、電気を通す材料である。電気セルまたはバッテリーは、電解質によって
分離されるアノードおよびカソードを有するデバイスである。誘電体（絶縁体）は、例え
ば、樹脂、セラミックまたはガラスのような、電気に対して非導電性の材料である。幾つ
かの実施例において、リン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰＯＮ）等の材料は、リ
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チウムに対するソースおよびシンクがリン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰＯＮ）
の層に隣接している場合には、電解質として作用することが可能であり、上記の材料が銅
またはアルミニウム等の２つの金属層の間に配置されている場合には、誘電体として作用
することが可能である。後者の場合には、リン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰＯ
Ｎ）等の材料は、このリン酸リチウムオキシナイトライド（ＬｉＰＯＮ）等の材料を介し
て通過し得るイオンを形成していない。幾つかの実施例において、デバイスは、水平方向
に信号および電力を伝達する配線トレース（ｗｉｒｉｎｇ　ｔｒａｃｅ）と、複数の配線
トレースの層の間で垂直方向に信号および電力を伝達するビア（ｖｉａ）とを有する絶縁
性のプラスチック／ポリマー層（誘電体）を含む。
【００２１】
　「垂直（ｖｅｒｔｉｃａｌ）」という用語は、基板の主表面に対してほぼ垂直であるこ
とを意味するように定義される。「高さ（ｈｅｉｇｈｔ）または深さ（ｄｅｐｔｈ）」は
、基板の主表面に対して垂直の方向における距離を指している。
【００２２】
　図１は、シリコン基板上に形成された１つの固体セル（例えば、リチウムイオンバッテ
リーセル）と、本発明の幾つかの実施例のシリコン基板内に形成された充電回路とを有す
る単一のパッケージに関して部分的に形成された層状構造１００の例示的な概略断面図で
あって、且つ、フォトリソグラフィ技術により規定された１つの固体セルのコンタクト領
域、および複数の固体セル（オプションではあるが、フォトリソグラフィ技術は、基板支
持用タブを除いて固体セルを一体化形成するためにも使用される）を示す概略断面図であ
る。幾つかの実施例において、層状構造１００は、関連する充電回路を有し且つより高い
出力電圧を提供するような積み重ねられたバッテリーセルまたは多数のバッテリーセルを
有する。
【００２３】
　図２は、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリーセル）およびその充電回路（入
力端子、出力端子、およびアース端子を有する３端子デバイス）を有する単一のパッケー
ジ２００の例示的な概略図である。
【００２４】
　図３は、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリーセル）およびその充電回路（入
力端子、充電の開始および／または停止を制御するための制御端子、出力端子、およびア
ース端子を有する４端子デバイス）を有する単一のパッケージ３００の例示的な概略図で
ある。
【００２５】
　図４は、シリコン基板上に形成された１つの固体セル（例えば、リチウムイオンバッテ
リーセル）と、別個に作製された後に本発明の幾つかの実施例のシリコン基板上に取り付
けられた充電回路とを有する単一のパッケージに関して部分的に形成された層状構造４０
０の例示的な概略断面図である。
【００２６】
　図５は、本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテ
リーセル）と、ＳＭＴパッケージの樹脂によりカプセル化された充電回路（入力端子、出
力端子、およびアース端子を有する３端子デバイス）とを有する単一のパッケージの例示
的な斜視図である。幾つかの実施例において、バッテリーおよび充電回路は、例えば、プ
リント回路に半田付けされるべくエポキシ樹脂によりカプセル化される表面実装技術（Ｓ
ＭＴ）パッケージのように、単一のパッケージ内でカプセル化される。
【００２７】
　図６は、本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテ
リーセル）およびその誘導的な充電回路（入力／出力端子およびアース端子を有する２端
子デバイス）を有する単一のパッケージを概略的に示す回路図である。固体の性質を有す
る薄膜バッテリーであって、それゆえに、再充電方法に関して一般のリチウムイオンポリ
マーセルおよびリチウムポリマーセルよりも頑丈（ｒｏｂｕｓｔ）であるような薄膜バッ
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テリーを充電するために、様々な方法が使用され得る。幾つかの実施例において、このよ
うな方法は、太陽電池、磁気誘導、熱電デバイスおよび圧電材料を含む。薄膜固体バッテ
リーに関して図６に示す回路が動作可能になる。定電流源、安全回路、充電カウンタ（ｃ
ｈａｒｇｅ　ｃｏｕｎｔｅｒ）またはタイマーを必要とすることなく、定電圧の充電管理
法を使用して薄膜固体バッテリーを効率良く充電することが可能であるという事実によっ
て、薄膜固体バッテリーに関して図６に示す回路が実施可能になる。さらに、このような
薄膜固体バッテリーのエネルギ容量（バッテリー容量）は、一般のリチウムイオンバッテ
リーに比べて相対的に小さいので、薄膜固体バッテリーを数分で充電するための充電電流
を供給する際に、ほんの数マイクロワット（μＷ）乃至数ミリワット（ｍＷ）の電力しか
必要としない。幾つかの実施例において、充電デバイス（充電回路）は、バッテリーとの
直接の一体化を容易に受け入れることが可能である。しかしながら、充電デバイスがバッ
テリーと一体化されることは、本発明にとって本質的なことではない。
【００２８】
　幾つかの実施例においては、例えば図６に示すように、電気コンタクトを介して第１の
コイルに磁気的に結合される第２のコイルを通してエネルギを受け取ることにより、且つ
、バッテリーの充電電圧に一致するレベルにて電圧をクランプするための電圧レギュレー
タを第１のコイルと第２のコイルとの間に介在させている状態で、バッテリーが再充電さ
れる。ここでは、フィルタリング回路（すなわち、コンデンサＣ１）は必要としない可能
性がある。それどころか、フィルタリング回路によって、パルス状の直流（ＤＣ）電圧が
電圧レギュレータに直接印加されるかもしれない。他の実施例は、ブースト（Ｂｏｏｓｔ
）、バック・ブースト（Ｂｕｃｋ　Ｂｏｏｓｔ）、またはその他のスイッチング・エネル
ギ管理トポロジー（ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ　ｅｎｅｒｇｙ　ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　ｔｏｐ
ｏｌｏｇｙ）を使用したり備えたりしてよい。図７を参照すると、本発明の幾つかの実施
例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリーセル）およびその充電回路（
入力／出力端子およびアース端子を有する２端子デバイス）を有する単一のパッケージを
概略的に示す回路図が図示されている。
【００２９】
　図７においては、一定の期間バッテリーを充電するタイマーによって、制御ラインが駆
動される。その後、制御ラインは、充電電圧をバッテリーから切り離す。図７に示すよう
な回路は、バッテリーを充電する期間の延長がバッテリーに悪影響を及ぼす場合、および
／または電力を保存するためにツェナー電流を遮断することが望ましい場合に使用可能で
ある。図７の回路図では、制御ラインを駆動するためのタイマーが図示されている。しか
しながら、この制御ラインは、経過した時間またはその他の発生する事象（ｅｖｅｎｔ）
に従って、高レベルまたは低レベルにて駆動可能な出力を有するような任意の数の集積回
路によって駆動されることも可能である。
【００３０】
　ここでは、４個入りのダイオードパックを使用するために、ダイオードＤ４もまた、Ｂ
ＡＳ１１６により構成されてよい。Ｕ２は、タイマー、マイクロコントローラ、信号プロ
セッサおよび電源監視部等を含む任意の数のデバイスであり、充電制御回路の活性状態／
非活性状態を制御するための出力端子を有する。この充電制御回路の複数の構成要素の集
積化は、次のような様々な方法（１）～３））により達成されることが可能である。
【００３１】
　１）複数の個別部品が、ワイヤボンディングまたは半田バンプを使用してパッケージの
外部との接続を確立するために、多数チップモジュール（ＭＣＭ）内でパッケージ化され
ることが可能である。
【００３２】
　２）バッテリーを製造する前に、ダイオード、トランジスタ、抵抗器、および、適用可
能である場合には、タイマー制御回路の幾つかまたは全てが、シリコン（またはその他の
基板）基板上に形成されることが可能である。バッテリーが製造されている期間において
デポジットされる複数のメタリゼーション（ｍｅｔａｌｌｉｚａｔｉｏｎ）層の１つが、
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充電制御回路の複数の構成要素とバッテリー自体との間の相互接続手段として機能するこ
とが可能である。これによって、個別部品の総数、パッケージ全体の占有面積、およびパ
ッケージ実装コストが最小限に抑えられる。
【００３３】
　３）バッテリーが基板上に形成される前、またはバッテリーが基板上に形成された後に
、ダイオード、トランジスタ、抵抗器、およびその他の機能的な半導体部品の幾つかまた
は全てが、インクジェットまたは印刷技術を使用して基板上にデポジットされることが可
能である。これによって、個別部品の総数、パッケージ全体の占有面積、およびパッケー
ジ実装コストが最小限に抑えられる。図８を参照すると、本発明の幾つかの実施例に従っ
て、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテリーセル）およびその充電回路（入力端子
、出力端子、およびアース端子を有する３端子デバイス）を有する単一のパッケージを概
略的に示す回路図が図示されている。図８の例示的な実施例においては、４個入りのダイ
オードパック（または２つの２個入りのダイオードパック）が使用できるようにするため
に、ダイオードＤ４もまた、ダイオードＤ１、Ｄ２およびＤ３に対して使用されているも
のと同じダイオードにより置き換えられてよい。ＢＡＶ１７０は、ＢＡＳ１１６の適切な
代用品である。ダイオードのサイズおよびコストを考慮すること以外に、ダイオードの順
方向電圧降下および逆方向電流阻止特性に応じて、その他のタイプの多くのダイオードも
また、利用可能である。
【００３４】
　図９は、本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッテ
リーセル）およびその充電回路（入力端子、充電の開始および／または停止を制御するた
めの制御端子、出力端子、およびアース端子を有する４端子デバイス）を有する単一のパ
ッケージを概略的に示す回路図である。図９の例示的な実施例においては、Ｑ２はオプシ
ョンであり、低電力の応用製品に適している。この場合、充電制御回路は、特定の事象に
従って、または単に電力を保存するために、オン状態またはオフ状態に切り替えられるこ
とが可能である。充電（／Ｃｈａｒｇｅ）ラインは、例えばタイマーからの高レベルまた
は低レベルの出力電圧に応じて駆動されることが可能である。ここでは、４個入りのダイ
オードパックが、ダイオードＤ１、Ｄ２、Ｄ３およびＤ４を提供することが可能である。
【００３５】
　図１０を参照すると、本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウム
イオンバッテリーセル）およびその充電回路（入力端子、出力端子、およびアース端子を
有する３端子デバイス）を有する単一のパッケージを概略的に示す回路図が図示されてい
る。図１０の例示的な実施例においては、図８の例示的な実施例においては、２個入りの
ダイオードパックが使用できるようにするために、ダイオードＤ１は、ダイオードＤ２に
対して使用されているものと同じダイオードにより置き換えられてよい。ＢＡＶ１７０は
、ＢＡＳ１１６の適切な代用品である。
【００３６】
　予め定められた充電時間が経過した後にバッテリー充電器を遮断する回路と、バッテリ
ーの電圧が限界値まで減少したときに、バッテリーを負荷から切り離す回路と、バッテリ
ーが修復困難な短絡または低抵抗による短絡を引き起こしたときに、バッテリーへの電流
の流れを制限するかまたはバッテリーを回路から切り離すインライン型フューズメカニズ
ムまたは切断メカニズムとを備えるような他の充電回路が使用可能である。このような充
電回路は、過剰な電力が主電源から短絡回路へ不必要に排出されるのを阻止し、これによ
って、回路の機能性が損なわれるのを防止するであろう。
【００３７】
　これらの図面に示されている全ての構成部品は、小さなサイズで且つ安価のリード付き
またはリードレス（ｌｅａｄｅｄ　ｏｒ　ｌｅａｄｌｅｓｓ）の表面実装形式に従って入
手可能である。これによって、上記の回路が、リードレス・チップ・キャリヤ（ＬＣＣ）
、多数チップモジュール（ＭＣＭ）、ボール・グリッド・アレイ（ＢＧＡ）、ミクロＢＧ
Ａ（μＢＧＡ）、システム・イン・パッケージ（ＳＩＰ）、およびその他のタイプのパッ



(15) JP 2010-518578 A 2010.5.27

10

20

30

40

50

ケージ等の単一のパッケージ内に埋め込まれることが可能になる。ここで、制御回路によ
り充電されるように設計されている薄膜バッテリーは、単一のパッケージ内に含まれる場
合もあり、あるいは、含まれない場合もある。
【００３８】
　図１１は、本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッ
テリーセル）およびその充電回路（入力端子、出力端子、およびアース端子を有する３端
子デバイス）を有する単一のパッケージを概略的に示す回路図である。この例示的な実施
例においては、バッテリーを充電回路または負荷等から分離するために、図１１の回路が
、アナログの伝送ゲートを使用している。さらに、インバータＩＮＶ１およびＩＮＶ２に
対して、バッテリー電圧ドメインから電力が供給される。
【００３９】
　図１２を参照すると、本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウム
イオンバッテリーセル）およびその充電回路（入力端子、出力端子、およびアース端子を
有する３端子デバイス）を有する単一のパッケージを概略的に示す回路図が図示されてい
る。
【００４０】
　図１３は、本発明の幾つかの実施例に従って、固体セル（例えば、リチウムイオンバッ
テリーセル）およびその充電回路（入力端子、充電の開始および／または停止を制御する
ための制御端子、出力端子、およびアース端子を有する４端子デバイス）を有する単一の
パッケージを概略的に示す回路図を例示している。
【００４１】
　図１４を参照すると、エネルギ取得、コンディショニングおよび制御回路１４００が図
示されている。この回路１４００は、複数のサブシステムまたはサブ回路を備える。各々
のサブシステム１４１０は、エネルギ変換回路または電力変換回路を具備する。このよう
なエネルギ変換回路または電力変換回路は、２００６年１０月２３日付けの国際出願日を
有するリーガン　ゼイン他（Ｒｅｇａｎ　Ｚａｎｅ　ｅｔ　ａｌ．）による国際公開第２
００７／０４８０５２号（発明の名称「無線装置において電力を受信して管理するための
システムおよび方法（Ｓｙｓｔｅｍｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　Ｒｅｃｅｉｖ
ｉｎｇ　ａｎｄ　Ｍａｎａｇｉｎｇ　Ｐｏｗｅｒ　ｉｎ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｄｅｖｉｃ
ｅｓ）」）に詳述されている。この国際公開第２００７／０４８０５２号の全ての開示内
容は、本明細書中で引用されることにより、本明細書に包含されている。サブシステムの
回路１４１０は、トランジスタＱ１がオン状態になったときに活性化されるようなインダ
クタＬ１を有するバック・ブースタコンバータ構成部（ｂｕｃｋ　ｂｏｏｓｔ　ｃｏｎｖ
ｅｒｔｅｒ　ｃｏｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎ）を具備する。バック・ブースタコンバータは
、相対的に一定の充電電圧を維持する機能を有することが可能である。電圧コンパレータ
は、トランジスタＱ６と、抵抗器Ｒ８、Ｒ９およびＲ１０とを具備しており、バッテリー
を充電するための電圧が十分でないときに、バッテリーを電圧レギュレータから切り離す
ためにスイッチング動作を駆動する。例えば、トランジスタＱ３ＡおよびＱ６は、トラン
ジスタＱ５ＢおよびＱ３Ｂをオフ状態にし、これによって、バッテリーＢＴ１およびＢＴ
２を充電回路から分離するであろう。集積回路Ｕ１は、充電電圧を監視して制御するため
の電圧レギュレータとして作用する。
【００４２】
　充電回路（太陽電池ＰＶ１１、またはその他の充電素子）から供給される電圧は、ダイ
オードＤ２を通して引き上げられる。サブシステムの回路１４１０は、充電器ディセイブ
ル回路（ｃｈａｒｇｅｒ　ｄｉｓａｂｌｅ　ｃｉｒｃｕｉｔ）１４２０により起動される
ようにするために、スレッショールド電力を要求する。トランスジューサの電圧がスレッ
ショールド値より大きくなったときに、トランジスタＱ１はオン状態になり、電圧コンパ
レータＵ３のピンＰ２への経路を通してバックフロー（ｂａｃｋｆｌｏｗ：逆流電流）を
引き起こすであろう。充電器ディセイブル回路１４２０は、バッテリーを充電するための
電力が十分である旨を電圧印加回路に指し示す機能を提供する。充電器ディセイブル回路
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１４２０はまた、２つのゲートスイッチＱ５ＢおよびＱ３Ｂを具備する。これらのゲート
スイッチＱ５ＢおよびＱ３Ｂは、バッテリーが充電されていないかまたはバッテリーを充
電するための電力が十分でないときに、バッテリーＢＴ１およびＢＴ２が選択的に分離さ
れている状態を維持すると共に漏れ電流がゼロ（０）の状態を維持する機能を有する。充
電器ディセイブル回路１４２０は、ジェフリー　エス．サザー（Ｊｅｆｆｒｅｙ　Ｓ．　
Ｓａｔｈｅｒ）により２００７年７月２日付けで出願された米国特許出願公開第２００８
／０００１５７７号（発明の名称「薄膜バッテリーの再充電システムおよび再充電方法（
Ｔｈｉｎ－Ｆｉｌｍ　Ｂａｔｔｅｒｙ　Ｒｅｃｈａｒｇｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　
Ｍｅｔｈｏｄ）」）にて詳細に記述されている。この米国特許出願公開第２００８／００
０１５７７号の全ての開示内容は、本明細書中で引用されることにより、本明細書に包含
されている。トランジスタＱ５Ａは、充電電圧を監視して制御するための電力がバッテリ
ーに供給されない旨の信号をマイクロコントローラに送信するために使用される。サブシ
ステムの回路１４１０および充電器ディセイブル回路１４２０は、全てのものが遮断され
た時点で、バッテリーからの電力を利用して充電回路の再始動を可能にするために結合さ
れる。
【００４３】
　例示的な実施例において、サブシステムの回路１４１０は、低速発振器１４３０（例え
ば、５００ヘルツ（Ｈｚ）で動作する）および高速発振器１４４０を具備する。低速発振
器は、高速発振器のゲート動作（オン／オフ動作）を制御し、入力インピーダンスを出力
インピーダンスに整合させるために高速発振器を支援する。例示的な実施例において、サ
ブシステムの回路１４１０および充電器ディセイブル回路１４２０の結合体は、幾つかの
機能を保持する。これらの機能は、バッテリーを充電回路への放電経路から分離する機能
、充電電圧の不足により充電回路が遮断された後に充電回路を始動させる機能、および、
バッテリーが予め定められたスレッショールド未満に低下したときにバッテリーを負荷か
ら分離する機能を含むが、これらの機能に限定されない。他の例示的な実施例において、
図１５は、前述の図１４の回路に類似した回路を図示しているが、前述の図１４の場合よ
りも改善されたパフォーマンス特性を有する。例えば、低速発振器の発振周波数を正確に
調整するために、低速発振器の回路において可変抵抗器Ｒ１９が使用されている。このよ
うな動作は、充電電圧が低い状態において、より改善された効率を提供する。充電電圧が
非常に低い状態においては、回路が動作しようと試みるが、バッテリーを充電するための
十分なエネルギがないので、バッテリーを徐々に消耗させるという事態が発生し得る。そ
れゆえに、図１５の回路においては、コンデンサＣ７が回路から取り除かれ、コンデンサ
Ｃ８の値を減少させるようにしている。さらに、トランジスタＱ１のトリップ電圧を上昇
させるために、ダイオードＤ７が、トランジスタＱ１のベースに付加される。これらの改
善された事項は、充電電圧が低いという状態においても十分なエネルギが利用可能であり
、それゆえに、バッテリーがエネルギ出力より大きいエネルギ入力を維持することができ
るということを保証するようにしている。
【００４４】
　図１４および図１５を参照すると、ＦＥＴＱ４Ａ、抵抗器Ｒ１７および抵抗器Ｒ１８は
、電圧コンパレータを形成する。この電圧コンパレータにおいて、抵抗器Ｒ１８とＦＥＴ
Ｑ４Ｂとの接合部にて発生する電圧は、抵抗器Ｒ１８および抵抗器Ｒ１７により分圧され
、ＦＥＴＱ４Ａのゲートに現れる。抵抗器Ｒ１８および抵抗器Ｒ１７の分圧比は、抵抗器
Ｒ１８とＦＥＴＱ４Ｂとの接合部における電圧が、ＦＥＴＱ４ＡのＶＧＳ（ゲート－ソー
ス間の）スレッショールド電圧より高くなるようにセットアップされる。例示的な実施例
においては、抵抗器Ｒ１８とＦＥＴＱ４Ｂとの接合部における電圧は、３・６ボルト（Ｖ
）以上の電圧にセットアップされる。ＦＥＴＱ４Ａのゲートにおける電圧がＶＧＳスレッ
ショールド電圧より低下した場合（バッテリー電圧が３・６ボルト（Ｖ）以下）、ＦＥＴ
Ｑ４Ａは、その低抵抗状態を維持できなくなり、ＦＥＴＱ４Ａのドレイン電圧が上昇し始
めるであろう。ＦＥＴＱ４Ａのドレイン電圧が上昇すると、Ｐチャネル型のＦＥＴＱ４Ｂ
のゲートの駆動電圧が減少し、ＦＥＴＱ４Ｂのドレインがより高抵抗状態になる。これに
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よって、ＦＥＴＱ４Ａのゲートの駆動電圧が減少するので、回路全体が徐々に非活性状態
になり、ＦＥＴＱ４ＡおよびＦＥＴＱ４Ｂの両方がオフ状態になるであろう。オフ状態に
なっているＦＥＴＱ４Ｂにより、出力側の電圧印加回路の負荷がバッテリーから切り離さ
れるであろう。
【００４５】
　図１４においては、エネルギ・トランスジューサが、電圧コンパレータＱ１を動作させ
るための十分な電圧を有している場合には、ＦＥＴＱ４ＡおよびＦＥＴＱ４Ｂは常にオン
状態になり、電圧印加回路も常にオン状態になるであろう。
【００４６】
　図１５においては、ＦＥＴＱ７Ａを付加することによって、バッテリーが既に充電され
ている場合、または消耗したバッテリーを充電するための十分なエネルギが利用可能であ
る場合にのみ、ＦＥＴＱ４ＡおよびＦＥＴＱ４Ｂはオン状態になり、電圧印加回路も常に
オン状態になるであろう。このような構成は、電圧印加回路に対して電力が利用可能であ
る場合にはいつでも、最大限に充電されたバッテリーまたは十分なエネルギの恩恵を受け
ることが可能であることを保証する。
【００４７】
　図１４の回路と図１５の回路とのさらなる相違は、充電電圧が高い状態で且つ出力側に
負荷がない状態でバッテリーが最大限に充電されているときに、電圧レギュレータＵ１の
出力が調整可能な範囲から逸脱しない状態（電圧が過度に高くならない状態）に保持され
るようにするために、より大きい抵抗値を有する抵抗器Ｒ８および抵抗器Ｒ９を具備して
いることである。さらに、バッテリーがほぼ最大限に充電されるまで出力がイネイブルの
状態にならないようにするために、図１６の出力カットオフ回路には、ＦＥＴＱ７Ａが付
加されている。さらに、充電電圧が低い状態になっている期間で出力がパルス状にならな
いようにするために、抵抗器Ｒ２１およびコンデンサＣ１が、ＦＥＴＱ７Ａのゲートに接
続されている。本明細書では、種々の回路構成要素を有する様々な回路設計手法が記述さ
れ且つ図示されているが、実施される際に最終的に使用される回路は、特定用途向け集積
回路（ＡＳＩＣ）、マイクロプロセッサ、またはその他の集積回路であることが好ましい
。ただし、このようなタイプの回路は、必ずしも必須ではない。さらに、このようなタイ
プの回路は、同じ機能性を保っているにもかかわらず、異なるハードウェア／ソフトウェ
ア構成を必要とする。上記のような回路設計手法は、本発明の範囲を逸脱しているもので
あるとはみなされない。
【００４８】
　図１６を参照すると、汎用のバッテリー充電回路が図示されている。このバッテリー充
電回路は、３ボルト（Ｖ）のレベルから、バッテリーを充電する際に使用される電圧レベ
ル（例えば、４．１ボルト（Ｖ））まで電圧Ｖｃｃを引き上げるために使用される。マイ
クロコントローラ（バッテリー管理回路）と協働して、入力される電圧を引き上げるため
の電荷ポンプとして、アナログ／ディジタル（Ａ／Ｄ）変換をベースとするパルス幅変調
器（ＰＷＭ）が使用され得る。このパルス幅変調器（ＰＷＭ）の例が、図１７に図示され
ている。マイクロコントローラにより制御される電荷ポンプは、信号周波数が正確なレベ
ルまたは差し支えないレベルになるように当該信号周波数を調整することを支援するため
のソフトウェアを有することが可能である。このようなソフトウェアは、図１８～図２９
に提示されているフローチャートにおいて詳細に記述されている。マイクロコントローラ
は、充電電圧が望ましい入力レベルに保持されることを保証する。
【００４９】
　幾つかの実施例においては、本発明に係る回路はＡＳＩＣにより構成され、他の実施例
においては、上記回路は１つまたは複数の個別部品により構成される。
【００５０】
　上記のような説明は、本発明を制限するように意図されておらず、単に例示的であるよ
うに意図されていることを理解すべきである。ここで言及している様々な実施例の数多く
の特徴および利点が、様々な実施例の構造および機能の詳細事項と共に、上記の説明の中
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明を再吟味することにより当業者にとって明らかであることを理解すべきである。それゆ
えに、本発明の範囲は、添付の特許請求の範囲の請求項を参照すると共に、添付の特許請
求の範囲により権利が付与されている発明と同等のものの全範囲を参照することによって
決定されるべきである。原出願の英文の特許請求の範囲（ｃｌａｉｍｓ）においては、英
文用語“ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ”および 英文用語“ｗｈｅｒｅｉｎ”が使用されている
が、これらの用語は、プレイン・イングリッシュ（ｐｌａｉｎ－Ｅｎｇｌｉｓｈ）におけ
る等価物として、それぞれ、英文用語“ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ”および英文用語“ｉｎ　ｗ
ｈｉｃｈ”の意味において使用され得る。さらに、原出願の英文の特許請求の範囲（ｃｌ
ａｉｍｓ）においては、英文用語“ｆｉｒｓｔ（第１の）”、 英文用語“ｓｅｃｏｎｄ
（第２の）” および英文用語“ｔｈｉｒｄ（第３の）”等が使用されている。しかしな
がら、これらの用語は、単にラベルとして使用されているにすぎず、発明の対象物に対し
て数字的な要求を課すようには意図されていない。
【００５１】
　これまで詳細な図面、特定の実施例、および特殊な構成に基づいて例示的な実施例を説
明してきたが、これらの詳細な図面、特定の実施例、および特殊な構成は、例示の目的で
使用されているにすぎない。おそらくは、ここで述べている本発明の例示的な実施例に対
する様々な代替物が、本発明を実施するために使用可能であることを理解すべきである。
添付の特許請求の範囲の請求項が、本発明の範囲を規定すると共に、これらの請求項の範
囲内にある構造およびそれと同等のものが、当該請求項によって包含されるように意図さ
れている。ここで図示され且つ説明されているハードウェアおよびソフトウェア構成は、
選択されたコンピュータ装置および分析装置のパフォーマンス特性および物理的な特性に
よって異なる可能性がある。例えば、本発明に使用されるコンピュータ装置、通信用バス
またはプロセッサのタイプは、互いに異なる可能性がある。ここで図示され且つ説明され
ているシステムは、本明細書で開示されている正確な細部および条件に限定されない。こ
こで提示されている方法は、本明細書に記載されている順序に限定されない。それどころ
か、ここで提示されている方法は、本発明の範囲を逸脱することなく発明性を有するプロ
セスを遂行するために任意の順序で実施されてよい。さらに、例示的な実施例の設計、動
作条件および構成に関していえば、添付の特許請求の範囲の請求項に記載されている本発
明の範囲を逸脱することなく、他の代用、変形、変更および一部削除を行うことが可能で
ある。
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【手続補正書】
【提出日】平成21年10月13日(2009.10.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　集積回路であるバッテリー充電回路がその上に形成されている第１の基板を提供するス
テップと、
　バッテリーを前記第１の基板上に形成するステップと、
　少なくとも１つの金属層を含む多層構造の防湿層を前記第１の基板上にデポジットする
ステップであって、前記金属層は、前記バッテリーを前記バッテリー充電回路に電気的に
接続するために使用されるようなステップと、
　表面実装型且つ単一のパッケージを形成するために、前記バッテリーおよび前記バッテ
リー充電回路をカプセル化するステップとを有することを特徴とする、単一のパッケージ
を作製する方法。
【請求項２】
　集積回路であるバッテリー充電回路がその上に形成されている第１の基板と、
　カソード材料と、アノード材料と、バッテリーを形成するために、前記第１の基板上に
デポジットされる前記アノード材料から前記カソード材料を分離する電解質層とを備え、
　前記バッテリー充電回路は、前記バッテリーに接続されると共に、表面実装型且つ単一
のパッケージを形成するためにカプセル化されることを特徴とする装置。
【請求項３】
　単一のパッケージのデバイスを備え、前記デバイスは、
　充電入力端子と、
　電力出力端子と、
　アース端子と、
　前記アース端子に電気的に接続される第１の電気コンタクト、および第２の電気コンタ
クトを含む薄膜リチウムイオンバッテリーと、
　選択的に可能である前記充電入力端子と前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前記第２
の電気コンタクトとの間の電気的な接続を提供する少なくとも２つの直列に接続されたト
ランジスタと、
　選択的に可能である前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前記第２の電気コンタクトと
前記電力出力端子との間の電気的な接続を提供する少なくとも２つの直列に接続されたト
ランジスタと、
　選択的に可能である前記充電入力端子と前記電力出力端子との間の電気的な接続を提供
する少なくとも２つの直列に接続されたトランジスタとを有することを特徴とする装置。
【請求項４】
　前記装置が、さらに、
　前記の選択的に可能である前記充電入力端子と前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前
記第２の電気コンタクトとの間の電気的な接続を提供し、且つ、前記少なくとも２つの直
列に接続されたトランジスタと直列に接続される第３のトランジスタを備え、
　前記第３のトランジスタは、外部から印加される制御電圧に基づいて、前記の選択的に
可能である前記充電入力端子と前記薄膜リチウムイオンバッテリーの前記第２の電気コン
タクトとの間の電気的な接続を提供する請求項３記載の装置。
【請求項５】
　前記少なくとも２つの直列に接続されたトランジスタの全てが、単一の特定用途向け集
積回路（ＡＳＩＣ）の一部である請求項３記載の装置。
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【請求項６】
　可変の充電源と、
　エネルギ保存デバイスと、
　前記可変の充電源および前記エネルギ保存デバイスに結合される充電回路であって、前
記エネルギ保存デバイスは、前記可変の充電源によって充電されるような充電回路と、
　前記可変の充電源から供給される電力が予め定められたスレッショールドより小さいと
きに、前記エネルギ保存デバイスを放電経路から分離するように構成されるエネルギ保存
デバイス分離回路と、
　前記エネルギ保存デバイスに結合される負荷と、
　前記負荷に結合され、且つ、予め定められた条件の下で前記負荷を前記エネルギ保存デ
バイスから切り離すように構成されるカットオフ回路とを備えることを特徴とする電力変
換システム。
【請求項７】
　前記可変の充電源が、太陽電池、熱電発電装置および圧電発電装置の少なくとも１つを
有する請求項６記載の電力変換システム。
【請求項８】
　前記エネルギ保存デバイスが、薄膜バッテリーを有する請求項６記載の電力変換システ
ム。
【請求項９】
　可変の充電源およびエネルギ保存デバイスに結合される充電回路を使用して前記エネル
ギ保存デバイスを充電するステップであって、前記エネルギ保存デバイスは、前記可変の
充電源によって充電されるようなステップと、
　前記可変の充電源から供給される電力が予め定められたスレッショールドより小さいと
きに、前記エネルギ保存デバイスを放電経路から分離するステップと、
　充電電力がスレッショールド値より大きくなったときに、前記エネルギ保存デバイスか
ら供給される電力を利用して前記充電回路を再始動させるステップとを有することを特徴
とする電力変換方法。
【請求項１０】
　可変の充電源と、
　エネルギ保存デバイスと、
　前記可変の充電源および前記エネルギ保存デバイスに結合される充電回路であって、前
記エネルギ保存デバイスは、前記可変の充電源によって充電されるような充電回路とを備
え、
　前記充電回路は、電荷ポンプと、前記電荷ポンプを制御するマイクロコントローラとを
具備しており、前記電荷ポンプは、予め定められたスレッショールドにまで電荷による電
圧を引き上げるように構成され、前記マイクロコントローラは、前記可変の充電源からの
十分な充電電力が少なくとも利用可能である期間では、前記電荷ポンプの出力が比較的安
定な出力電圧を維持する状態で、前記電荷ポンプの出力を制御するように構成されること
を特徴とする充電システム。
【請求項１１】
　前記充電回路が、パルス周波数変調回路である請求項１０記載の充電システム。
【請求項１２】
　前記充電システムが、さらに、充電電力がスレッショールド値より大きくなったときに
、前記エネルギ保存デバイスから供給される電力を利用して前記充電回路を再始動させる
ように構成される再始動回路を備える請求項１１記載の充電システム。
【請求項１３】
　前記充電回路が電圧レギュレータを具備する請求項１１記載の充電システム。
【請求項１４】
　前記充電回路は、前記エネルギ保存デバイスを充電するための十分な電力が、いつ前記
可変の充電源から利用可能になるかを指し示すための充電インジケータを具備する請求項
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１１記載の充電システム。
【請求項１５】
　可変の充電源と、
　エネルギ保存デバイスと、
　前記可変の充電源および前記エネルギ保存デバイスに結合される充電回路であって、前
記エネルギ保存デバイスは、前記可変の充電源によって充電されるような充電回路と、
　充電電力がスレッショールド値より大きくなったときに、前記エネルギ保存デバイスか
ら供給される電力を利用して前記充電回路を再始動させるように構成される再始動回路と
を備えることを特徴とする電力変換システム。
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